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１．アンケートの概要

○発注者及び応札者に対しては、調査票を発送し回収調査方法 ○発注者及び応札者に対しては、調査票を発送し回収
○一般の方々からは、インターネット（WEBアンケート）により意見を収集

調査方法

調査期間
○平成22年10月18日～平成22年11月12日

アンケート回答者数

区 分 回答者数

国土交通省地方整備局等 10 注1） 注2）

地方公共団体
都道府県 47

政令指定都市 19政令指定都市 19

建設企業

(社)全国建設業協会 (略称：全建) 225

(社)日本土木工業協会 (略称：土工協) 89

(社)日本道路建設業協会 (略称：道建協) 45

(社)日本橋梁建設協会 (略称：橋建協) 35

(社)ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽﾄ・ｺﾝｸﾘｰﾄ建設業協会 (略称：PC建協) 20

WEBアンケート（一般の方々） 右表に内訳を記載 716

事 全 事務 答が

＜WEBアンケート回答者属性別内訳＞

属 性 回答者数 備 考

会社員 581 うち、建設関係企業が559

自営業 31 うち、建設関係企業が28

注1）10地方整備局等の他に、工事発注を行っている全ての事務所から回答があった
注2）以下の分析については、国土交通省の回答数に事務所からの回答数を含めた

公務員 78
大学・研究機関の研究者 5 土木・建築関係

学生 1 土木・建築関係

主婦 1
その他 11

P.2

無職 0
（記入なし） 8

WEBアンケート 計 716



２．総合評価方式の導入効果・改善要望（問題認識）

（１）総合評価方式の導入効果

総合評価方式の導入効果として、発注者・建設企業ともに【１】不良工事の減少、【３】競争の促進、【４】談合の防止の割合が高い。
【１】の中でも、【１－３】工事成績の向上、【１－４】企業による品質管理体制の確立が高い評価を得ている。
前回（平成２０年度実施）の調査結果と比較すると、【１】不良工事の減少、【７】説明責任の向上、【１０】新技術の活用の割合が高くなった一方、
【３】競争の促進、【９】現場精通度等の向上の割合が低くなっている。

【1】不良工事の減少

●「発現が認められる効果」または｢今後発現が期待される効果｣

前回（平成20年度実施）アンケート結果とのポイント差

【1】不良工事の減少

60%

80%

100%

【1】不良工事の減少
（最低限の品質の確保）

【1-1】事故の減少

【 】 期 厳守【 】現場精通度等 向上

【10】新技術の活用

0p

10p

20p

【1】不良工事の減少
（最低限の品質の確保）

【2】公平性・透明性の担保【10】新技術の活用

0%

20%

40%

60%
【1-2】工期の厳守

【1-3】工事成績の向上【7】説明責任の向上

【9】現場精通度等の向上

-30p

-20p

-10p

0p

【3】競争の促進【9】現場精通度等の向上

【1-4】企業による
品質管理体制の確立

【2】公平性・透明性の担保【4】談合の防止

【6】競争参加機会の拡大

【4】談合の防止【7】説明責任の向上

【3】競争の促進

国土交通省（事務所回答を含む）

地方公共団体（都道府県＋政令指定都市）

※建設企業は「全建+土工協」で比較

【6】競争参加機会の拡大

建設企業

図１ 総合評価方式の導入効果 P.3



２．総合評価方式の導入効果・改善要望（問題認識）

（２）総合評価方式に対する改善要望（問題認識）

総合評価方式に対する改善要望として、発注者、建設企業ともに【２】技術提案の評価･審査の割合が高い。また、発注者からは【１】手続きに伴
う時間･事務費用の割合が高い一方、建設企業からは【３】評価結果の公表、【７】地元企業の受注機会の拡大の割合が高い。
前回の調査結果と比較すると、【２】技術提案の評価・審査の割合が高くなった一方、その他の項目については割合が減少している。

【1】手続きに伴う【1】手続きに伴う

●「改善要望（問題認識）として特に重要」または「改善要望（問題認識）として重要」

前回（平成20年度実施）アンケート結果とのポイント差

0p

10p

20p

【 】 続 伴う
時間・事務費用

【2】技術提案
の評価・審査

【7】地元企業の受注機会
の拡大60%

80%

100%

時間・事務費用

【2】技術提案
の評価・審査

【7】地元企業の受注機会
の拡大

-30p

-20p

-10p

p の評価 審査

【3】評価結果【6】技術提案と予定価格

の拡大

0%

20%

40%

【3】評価結果【6】技術提案と予定価格 【 】評価結果
の公表

【4】技術提案
の作成費用

【5】低入防止効果

【 】技術提案と予定価格
の整合性の公表

【4】技術提案
の作成費用

【5】低入防止効果

の整合性

の作成費用の作成費用

国土交通省（事務所回答を含む）

地方公共団体（都道府県＋政令指定都市）

※建設企業は「全建+土工協」で比較

P.4図２ 総合評価方式に対する改善要望（問題認識）（1）

地方公共団体（都道府県＋政令指定都市）

建設企業



２．総合評価方式の導入効果・改善要望（問題認識）

（２）総合評価方式に対する改善要望（問題認識）・建設業者団体別
建設企業を種類別に見てみると、地方・大手ともに【２】技術提案の評価・審査、【３】評価結果の公表の割合が高い。また、地方建設企業からは
【７】地元企業の受注機会の拡大が高い。
前回の調査結果と比較すると、【２】技術提案の評価･審査、【７】地元企業の受注機会の拡大の割合が高くなった一方、その他の項目については
割合が減少している。

【1】手続きに伴う【1】手続きに伴う

●「改善要望（問題認識）として特に重要」または「改善要望（問題認識）として重要」

前回（平成20年度実施）アンケート結果とのポイント差

0p

10p

20p

【1】手続きに伴う
時間・事務費用

【2】技術提案
の評価 審査

【7】地元企業の受注機会
の拡大60%

80%

100%

【1】手続きに伴う
時間・事務費用

【2】技術提案
の評価 審査

【7】地元企業の受注機会
の拡大

-30p

-20p

-10p

0p の評価・審査

【3】評価結果【6】技術提案と予定価格

の拡大

0%

20%

40%

60% の評価・審査

【3】評価結果【6】技術提案と予定価格

の拡大

【3】評価結果
の公表

【4】技術提案
の作成費用

【5】低入防止効果

【6】技術提案と予定価格
の整合性

【3】評価結果
の公表

【4】技術提案
【5】低入防止効果

【6】技術提案と予定価格
の整合性

の作成費用
【 】低入防 効果

の作成費用
【5】低入防止効果

（社）全国建設業協会（略称：全建）

（社）日本土木工業協会（略称：土工協）

（社）日本道路建設業協会（略称：道建協）

P.5図３ 総合評価方式に対する改善要望（問題認識）（2）

（社）日本道路建設業協会（略称：道建協）

（社）日本橋梁建設協会（略称：橋建協）

（社）プレストレスト・コンクリート建設業協会（略称：PC建協）



２．総合評価方式の導入効果・改善要望（問題認識）

（２）総合評価方式に対する改善要望（問題認識）
①手続きに伴う時間・事務負担に係る事項
国土交通省においては、「手続きに伴う時間・事務負担」に対する問題認識の具体的なものとして、「手続きの時間短縮を検討すべき」旨の意見
の割合が高いが、平成20年度と比較してポイント数は減少している。

56%77件H22入札・契約手続きに関する時間

（回答者数：［H22］137 ，［H20］119）

●「改善要望（問題認識）として特に重要｣とした回答者の意見

[国土交通省]

56%

69%

35%

67%80件

48件

82件

77件H22

H20

H22

H20

入札・契約手続きに関する
事務負担の簡素化が必要

入札 契約手続きに関する時間
短縮の検討が必要

67%

0%

7%

0件

10件

80件H20

H22

H20
評価方法の見直しが必要

8%

1%

3%

2件

4件

10件

H22

H20

H22学識経験者による意見聴取の

不調不落により手続きのやり直し
が発生すると適正な工期の
確保が困難になる

8%10件

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H20
省略化・簡易化が必要

※自由回答を求め、事務局で分類のうえ集計

注）H22では上記以外の意見が13件（9%）ある

P.6図４ 具体的な改善要望（問題認識）［国土交通省］（1）

※自由回答を求め、事務局で分類のうえ集計
※｢改善要望(問題認識)として特に重要｣を選択した回答者の割合が２０％を超える事項について、件数の多かった意見を記載
※１回答に複数の意見が含まれる場合は、それぞれを１件として集計
※具体的な意見がない回答(空欄、｢特になし｣等)は、回答者数に含まず集計



２．総合評価方式の導入効果・改善要望（問題認識）

（２）総合評価方式に対する改善要望（問題認識）
②技術提案の審査・評価に係る事項
国土交通省においては、「技術提案の審査・評価」に対する問題認識の具体的なものとして、「評価手法や基準を統一すべき」旨の意見の割合
が高いが、平成20年度と比較してポイント数は減少している。

（回答者数：［H22］84，［H20］89）

●「改善要望（問題認識）として特に重要｣とした回答者の意見

[国土交通省]

51%
72%

15%

0%0件

13件

64件
43件H22

H20

H22
H20

評価方法や基準を統一すべき

技術提案のウエイトや評価の
点数差などを見直す必要がある

8%

0%

10%

0%

7件

0件

0件
8件H22

H20

H22
H20

課題の評価マニュアルや
事例集を整備する必要がある

審査の簡略化や審査体制の
充実が必要である

17%

44%
0%

0%

0件

0件

39件

15件

H22
H20

H22
H20

適切な評価項目選定に
苦慮する

提案内容の定型化により
技術競争にならない

16%
0%

14件
0件

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H22
H20

要求事項が競争参加者に
うまく伝わらない

注）H22では上記以外の意見が16件（19%）ある

P.7図５ 具体的な改善要望（問題認識）［国土交通省］（2）

※自由回答を求め、事務局で分類のうえ集計
※｢改善要望(問題認識)として特に重要｣を選択した回答者の割合が２０％を超える事項について、件数の多かった意見を記載
※１回答に複数の意見が含まれる場合は、それぞれを１件として集計
※具体的な意見がない回答(空欄、｢特になし｣等)は、回答者数に含まず集計



２．総合評価方式の導入効果・改善要望（問題認識）

（２）総合評価方式に対する改善要望（問題認識）
①手続きに伴う時間・事務負担に係る事項

「改善 望 識 特 重 答者 意

地方公共団体においては、「手続きに伴う時間・事務負担」に対する問題認識の具体的なものとして、「工事規模や内容により技術提案や評価項
目を簡素化すべき」旨の意見の割合が高いが、平成20年度と比較してポイント数は減少している。

（回答者数：［H22］26 ，［H20］44）

[地方公共団体（都道府県＋政令指定都市）]

●「改善要望（問題認識）として特に重要｣とした回答者の意見

46%

80%

23%6件

35件

12件H22

H20

H22

工事規模や内容により技術提案や
評価項目を簡素化するべき

入札・契約手続きに係る
時間短縮 検討が必要 64%

20%

19%

9件

5件

28件H20

H22

H20

時間短縮の検討が必要

簡易型や特別簡易型では学識
経験者による意見聴取を
省略するべき

0%

0%

8%2件

0件

0件

H22

H20

H22
体制が確保できない

最低制限価格制度の適用により
事務の簡素化を図るべき

※自由回答を求め、事務局で分類のうえ集計

7%3件

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H20
体制が確保できない

注）H22では上記以外の意見が5件（19%）ある

※自由回答を求め、事務局で分類のうえ集計
※｢改善要望(問題認識)として特に重要｣を選択した回答者の割合が２０％を超える事項について、件数の多かった意見を記載
※１回答に複数の意見が含まれる場合は、それぞれを１件として集計
※具体的な意見がない回答(空欄、｢特になし｣等)は、回答者数に含まず集計

P.8図６ 具体的な改善要望（問題認識）［地方公共団体］（1）



２．総合評価方式の導入効果・改善要望（問題認識）

（２）総合評価方式に対する改善要望（問題認識）
②技術提案の審査・評価に係る事項

「改善 望 識 特 重 答者 意

地方公共団体においては、「技術提案の審査・評価」に対する問題認識の具体的なものとして、「評価手法や基準を統一すべき」旨の意見の割
合が高いが、平成20年度と比較してポイント数は減少している。

（回答者数：［H22］8 ，［H20］25）

[地方公共団体（都道府県＋政令指定都市）]

●「改善要望（問題認識）として特に重要｣とした回答者の意見

63%
96%

25%

0%0件

2件

24件
5件H22

H20

H22
H20

評価手法や基準を
統一すべきである

国交省の手法や事例等の
情報を提供してもらいたい

0%

0%

13%

0%
13%

1件
0件

0件
1件

件

H22
H20

H22
H20

評価の透明化を図るべき(審査
過程における透明性を確保)

マニュアル等の作成

68%

48%

0%

0%

0%

件

12件

17件
0件

0件

H22
H20

H22
H20

適切な評価項目選定に苦慮する

評価体制が不十分

要求事項が競争参加者に

16%
0%0件

4件

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H22
H20

要求事項が競争参加者に
うまく伝わらない

注）H22では上記以外の意見はなし

※自由回答を求め 事務局で分類のうえ集計

P.9図７ 具体的な改善要望（問題認識）［地方公共団体］（2）

※自由回答を求め、事務局で分類のうえ集計
※｢改善要望(問題認識)として特に重要｣を選択した回答者の割合が２０％を超える事項について、件数の多かった意見を記載
※１回答に複数の意見が含まれる場合は、それぞれを１件として集計
※具体的な意見がない回答(空欄、｢特になし｣等)は、回答者数に含まず集計



２．総合評価方式の導入効果・改善要望（問題認識）

（２）総合評価方式に対する改善要望（問題認識）
①手続きに伴う時間・事務負担に係る事項

建設企業においては、「手続きに伴う時間・事務負担」に対する問題認識の具体的なものとして、「手続きの時間短縮をすべき」旨の意見の割合
が高いが、平成20年度と比較してポイント数は減少している。

（回答者数：［H22］55 ，［H20］57）

●「改善要望（問題認識）として特に重要｣とした回答者の意見

[建設企業（全建＋土工協）]

27%

56%

27%15件

32件

15件H22

H20

H22

入札・契約手続きに係る
時間の短縮が必要

配置予定技術者の

28%

19%

20%

11件

11件

16件H20

H22

H20

拘束期間の短縮が必要

書類提出期間の延長が必要

0%

16%9件

0件

H22

H20

書類の簡素化 定型化が必要

作成費用縮減が必要
（課題数の見直し）

4%

32%18件

2件

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H22

H20

書類の簡素化・定型化が必要
(提出資料が多すぎる、
発注者間で違う)

注）H22では上記以外の意見が9件（16%）ある

※自由回答を求め、事務局で分類のうえ集計
※｢改善要望(問題認識)として特に重要｣を選択した回答者の割合が２０％を超える事項について、件数の多かった意見を記載
※１回答に複数の意見が含まれる場合は、それぞれを１件として集計
※具体的な意見がない回答(空欄、｢特になし｣等)は、回答者数に含まず集計

P.10図８ 具体的な改善要望（問題認識）［建設企業］（1）



２．総合評価方式の導入効果・改善要望（問題認識）

（２）総合評価方式に対する改善要望（問題認識）

「改善 望（問題認識）と 特 重 と た 答者 意

②技術提案の審査・評価に係る事項
建設企業においては、「技術提案の評価・審査」に対する問題認識の具体的なものとして、「評価手法・評価基準を統一すべき」旨の意見の割合
が高いが、平成20年度と比較してポイント数が減少している。

（回答者数：［H22］69 ［H20］135）

●「改善要望（問題認識）として特に重要｣とした回答者の意見

[建設企業（全建＋土工協）]

45%

43%

81%

件

30件

109件

31件H22
H20

H22
H20

評価手法・評価基準の
統一が必要

評価の透明化が必要

（回答者数：［H22］69 ，［H20］135）

0%

7%

0%

12%

5件

0件

8件

0件H20

H22
H20

H22評価内容・評価項目等

審査体制の充実、省力化が必要

21%

33%

0%

45件

29件

0件

H22
H20

H22
H20

要求事項が漠然としている

評価内容 評価項目等
の見直しが必要

0%
24%33件

0件

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H22
H20

課題設定が不適切な場合がある

※自由回答を求め 事務局で分類のうえ集計

注）H22では上記以外の意見が6件（9%）ある

※自由回答を求め、事務局で分類のうえ集計
※｢改善要望(問題認識)として特に重要｣を選択した回答者の割合が２０％を超える事項について、件数の多かった意見を記載
※１回答に複数の意見が含まれる場合は、それぞれを１件として集計
※具体的な意見がない回答(空欄、｢特になし｣等)は、回答者数に含まず集計

P.11
図９ 具体的な改善要望（問題認識）［建設企業］（2）



２．総合評価方式の導入効果・改善要望（問題認識）

（２）総合評価方式に対する改善要望（問題認識）
③評価結果の公表に係る事項
建設企業においては、平成20年度と比較して「評価結果を公表するべき」旨のポイント数が減少したものの、「評価理由を公表すべき」旨のポイ
ント数は増加している。

（回答者数 ［H22］75 ［H20］84）

●「改善要望（問題認識）として特に重要｣とした回答者の意見

[建設企業（全建＋土工協）]

80%

7%

0%

5件

0件

60件H22
H20

H22

評価理由の公表を行うべき

評価方法・基準の公表が必要

（回答者数：［H22］75 ，［H20］84）

6%

0%

0%

5%

0件

0件

4件

5件H20

H22
H20

H22

評価方法・基準の公表が必要

評価結果や採否通知を行う
工事の拡大を図るべき

14%

73%

0%

0%

12件

0件

61件

0件

H22
H20

H22
H20

採点内容表を全面公開すべき

評価結果の公表が必要

※自由回答を求め 事務局 分類 うえ集計

7%

0%

6件

0件

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H22
H20

評価結果公表に時間が
掛かり過ぎ

注）H22では上記以外の意見が8件（11%）ある

※自由回答を求め、事務局で分類のうえ集計
※｢改善要望(問題認識)として特に重要｣を選択した回答者の割合が２０％を超える事項について、件数の多かった意見を記載
※１回答に複数の意見が含まれる場合は、それぞれを１件として集計
※具体的な意見がない回答(空欄、｢特になし｣等)は、回答者数に含まず集計

図10 具体的な改善要望（問題認識）［建設企業］（3）
P.12



２．総合評価方式の導入効果・改善要望（問題認識）

（２）総合評価方式に対する改善要望（問題認識）
④低入札防止に係る事項
建設企業においては、「低入札防止」に対する問題認識の具体的なものとして、「調査基準価格の引き上げを図るべき」旨の意見の割合が高く、
「施工体制確認型の拡大が必要である」旨の意見の割合については平成20年度と比較してポイント数が減少している。

（回答者数：［H22］54 ［H20］75）

[建設企業（全建＋土工協）]

●「改善要望（問題認識）として特に重要｣とした回答者の意見

39%

19%

47%

36%

35件

10件

27件

21件H22
H20

H22
H20

施工体制確認型の拡大が必要

調査基準価格の引き上げ
を図るべき

（回答者数：［H22］54 ，［H20］75）

47%

9%

0%

11%

5件

0件

6件

35件H20

H22
H20

H22積算根拠の透明性を確保する

最低制限価格を決定す
るべきである

44%

0%

4%

9%5件

0件

2件

33件

H22
H20

H22
H20

ペナルティの導入
（評価点の減点など）

積算根拠の透明性を確保する
必要がある

12%

2%1件

9件

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H22
H20

調査に時間がかかりすぎる

注）H22では上記以外の意見が13件（24%）ある

※自由回答を求め 事務局で分類のうえ集計

P.13図11 具体的な改善要望（問題認識）［建設企業］（4）

※自由回答を求め、事務局で分類のうえ集計
※｢改善要望(問題認識)として特に重要｣を選択した回答者の割合が２０％を超える事項について、件数の多かった意見を記載
※１回答に複数の意見が含まれる場合は、それぞれを１件として集計
※具体的な意見がない回答(空欄、｢特になし｣等)は、回答者数に含まず集計



２．総合評価方式の導入効果・改善要望（問題認識）

（２）総合評価方式に対する改善要望（問題認識）
⑤地元企業の受注機会の拡大に係る事項
建設企業においては、「地元企業の受注機会の拡大」に対する問題認識の具体的なものとして、「さらなる地元重視（評価）が必要である」旨の意
見の割合が高いが、平成20年度と比較してポイント数は減少している。

（回答者数：［H22］77 ［H20］56）

[建設企業（全建＋土工協）]

●「改善要望（問題認識）として特に重要｣とした回答者の意見

44%

21%

86%

16件

48件

34件H22

H20

H22

さらなる地元重視（評価）が必要

参 件を緩 も

（回答者数：［H22］77，［H20］56）

21%

0%

0%

6%

0件

5件

0件

16件H22

H20

H22

H20

参加要件を緩和してもらいたい

地元企業の受注機会の
拡大に否定

0%

0%

3%2件

0件

0件

H22

H20

H22整備局間で考え方の格差が

受注機会拡大のための小規模発

注は避けて欲しい

※自由回答を求め 事務局で分類のうえ集計

0%

4%

0件

2件

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H22

H20

整備局間で考え方の格差が
大きい

注）H22では上記以外の意見が20件（26%）ある

※自由回答を求め、事務局で分類のうえ集計
※｢改善要望(問題認識)として特に重要｣を選択した回答者の割合が２０％を超える事項について、件数の多かった意見を記載
※１回答に複数の意見が含まれる場合は、それぞれを１件として集計
※具体的な意見がない回答(空欄、｢特になし｣等)は、回答者数に含まず集計

図12 具体的な改善要望（問題認識）［建設企業］（5） P.14



３．総合評価方式の透明性の確保等に関する取り組み

（１）透明性の確保等に関する現在までの取り組み

●「期待できる｣または「少し期待できる｣

 「技術提案の評価（採否）の通知」をはじめ、これまでの透明性の確保等に関する取り組みについては、高い評価を得られている。

80%

100%

[1] 技術提案の評価（採否）の通知

（透明性の確保）

40%

60% [2] 問い合わせ窓口の設置

（透明性の確保）

[4-2] これまでに講じてきた対策

（競争環境の拡大）

[一般競争入札拡大、実施方針等

の公表、第三者委員会チェック]

0%

20%

[3-1] 入札参加資格要件

における実績要件の見直し

（透明性の確保）

[4-1] これまでに講じてきた対策

（透明性の確保）

[一般競争入札拡大、実施方針等

の公表、第三者委員会チェック]

[3-2] 入札参加資格要件

における実績要件の見直し

国土交通省（事務所回答を含む） 地方公共団体 建設企業 WEBアンケート

P.15図13 現在までの取り組みに対する期待

における実績要件の見直し

（競争環境の拡大）



３．総合評価方式の透明性の確保等に関する取り組み

（２）透明性の確保等に関する今後新たに取り組むべき事項
①技術提案の審査・評価内容の更なる公表

「技術提案の審査・評価内容の更なる公表」について、発注者においては「改善が必要（取り組むべき）」とする割合が建設企業と比較して低く、
建設企業及びWEBアンケートにおいては「評価・加点した内容・理由を公表すべき」旨の意見の割合が高い。

31%
18%

｢ある｣：12 36%

選択な
38%

●「改善の必要がある｣

[建設企業] [WEBｱﾝｹｰﾄ][国土交通省] [地方公共団体]
（全体数：332） （全体数：414） （全体数：716）（全体数：66）

69%
選択なし：230

｢ある｣：102

82%

選択なし：54

64%
選択なし：151

｢ある｣：263
62%

選択なし：446

｢ある｣：270

（回答者数 102） （回答者数 263） （回答者数 270）（回答者数 12）

「改善の必要がある｣とした 回答者の意見

34%

21%

35件

21件

評価基準を具体化し統一すべき

評価した項目、加点内容・理由等を通知・公表すべき

評価基準を具体化し統一すべき

評価した項目、加点内容・理由等を通
知・公表すべき

25%

25%3件

3件べき

べき

17%

51%

44件

133件

べき

べき

18%

55%

48件

148件

すべき

すべき

34%

21%

35件

21件

評価基準を具体化し統一すべき

評価した項目、加点内容・理由等を通知・公表すべき

評価基準を具体化し統一すべき

評価した項目、加点内容・理由等を通
知・公表すべき

25%

25%3件

3件べき

べき

17%

51%

44件

133件

べき

べき

18%

55%

48件

148件

すべき

すべき

（回答者数：102） （回答者数：263） （回答者数：270）（回答者数：12）

5%

9%

5件

9件評価結果を通知する対象(簡易型、辞退者等)を拡げるべき

評価する基準、配点の詳細、評価事例、審査過程等を公表すべき

評価結果を通知する対象(簡易型、辞
退者等)を拡げるべき

評価する基準、配点の詳細、評価事
例、審査過程等を公表すべき

0%

0%

0件

0件るべき

べき 1%

6%

3件

17件べき

べき
9%

1%

23件

2件るべき

すべき

5%

9%

5件

9件評価結果を通知する対象(簡易型、辞退者等)を拡げるべき

評価する基準、配点の詳細、評価事例、審査過程等を公表すべき

評価結果を通知する対象(簡易型、辞
退者等)を拡げるべき

評価する基準、配点の詳細、評価事
例、審査過程等を公表すべき

0%

0%

0件

0件べき

べき 1%

6%

3件

17件べき

べき 9%

1%

23件

2件るべき

すべき

27%

6%

28件

6件

0% 20% 40% 60% 80% 100%

評価する体制や窓口、通知時期の見直し

その他その他

評価する体制や窓口、通知時期の見
直し

33%

8%

4件

1件

0% 20% 40% 60% 80% 100%

直し

の他 21%

2%

55件

4件

0% 20% 40% 60% 80% 100%

直し

の他
31%

5%

85件

13件

0% 20% 40% 60% 80% 100%

見直し

その他

27%

6%

28件

6件

0% 20% 40% 60% 80% 100%

評価する体制や窓口、通知時期の見直し

その他その他

評価する体制や窓口、通知時期の見
直し

33%

8%

4件

1件

0% 20% 40% 60% 80% 100%

直し

の他 21%

2%

55件

4件

0% 20% 40% 60% 80% 100%

直し

の他
31%

5%

85件

13件

0% 20% 40% 60% 80% 100%

見直し

の他

0% 20% 40% 60% 80% 100% 0% 20% 40% 60% 80% 100% 0% 20% 40% 60% 80% 100%0% 20% 40% 60% 80% 100% 0% 20% 40% 60% 80% 100% 0% 20% 40% 60% 80% 100%

P.16図14 今後新たに取り組むべき事項についての意見（1）

※自由回答を求め、事務局で分類のうえ集計
※１回答に複数の意見が含まれる場合は、それぞれを１件として集計
※具体的な意見の割合は、｢改善の必要がある｣とした回答者数を母数として集計

新たな取り組みに向けた意見



３．総合評価方式の透明性の確保等に関する取り組み

（２）透明性の確保等に関する今後新たに取り組むべき事項
②企業・技術者の実績・成績評価の公表、発注機関における評価者名の公表

「企業・技術者の実績・成績評価の公表、発注機関における評価者名の公表」については、「改善が必要（取り組むべき）」とする割合がそれほど
高くない。

3%
｢ある｣：2

10%

｢ある｣：33 32%
｢ある｣ 131

19%
｢ある｣：138

[建設企業][国土交通省] [地方公共団体]
（全体数：332） （全体数：66）

[WEBｱﾝｹｰﾄ]
（全体数：414） （全体数：716）

●「改善の必要がある｣

97%

選択なし：64

90%

選択なし：299

68%

｢ある｣：131

選択なし：283

81%

選択なし：578

（回答者数：131） （回答者数：138）（回答者数：2）（回答者数：33）

「改善の必要がある｣とした 回答者の意見

55%

9%

18件

3件
評価者名は公表すべき

企業の実績 成績評価は公表すべき

評価者名は公表すべき 100%2件名は公表すべき 30%

23%

39件

30件

公表すべき 50%

30%

69件

件

表すべき

55%

52%

18件

17件

企業の実績・ 成績評価は公表すべき

技術者の実績・ 成績評価は公表すべき

企業の実績・成績評価は公表すべき

技術者の実績・成績評価は公表すべき 0%

0%

0件
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価は公表すべき 21%
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0件
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45%15件

0% 20% 40% 60% 80% 100%

その他その他 0%0件

0% 20% 40% 60% 80% 100%

その他 41%54件

0% 20% 40% 60% 80% 100%

その他 4%5件

0% 20% 40% 60% 80% 100%

その他

新たな取り組みに向けた意見

※自由回答を求め、事務局で分類のうえ集計
※１回答に複数の意見が含まれる場合は、それぞれを１件として集計
※具体的な意見の割合は、｢改善の必要がある｣とした回答者数を母数として集計

P.17図15 今後新たに取り組むべき事項についての意見（2）

新たな取り組みに向けた意見



３．総合評価方式の透明性の確保等に関する取り組み

（２）透明性の確保等に関する今後新たに取り組むべき事項
③技術提案作成に必要なデータの提供、工事内容を説明する機会の設置

受発注者・WEBアンケートとも、「技術提案作成に必要なデータの提供、工事内容を説明する機会の設置」に対する取り組みの具体的なものとし
て、「必要なデータの提供・説明する機会の設置をすべき」旨の現在試行している取り組みを実施すべきとする意見の割合が高い。

34%

11%
｢ある｣：7 30%

[建設企業][国土交通省] [地方公共団体]
（全体数：332） （全体数：66）

[WEBｱﾝｹｰﾄ]
（全体数：414） （全体数：716）

●「改善の必要がある｣

66%
選択なし：220

｢ある｣：112

89%

選択なし：59

50% 50%
｢ある｣：208選択なし：206 70%

｢ある｣：217

選択なし：499

（回答者数：7） （回答者数：208） （回答者数：217）（回答者数：112）

「改善の必要がある｣とした 回答者の意見

14%

14%

1件

1件
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発注者の基本的な考え方を 示すべき発注者の基本的な考え方を示すべき

十分な質問の機会を設置し、速やかで
明確な回答をすべき

0%
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など） 20%
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明会開催）50%

43%

56件

48件
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必要なデータの提供、説明する機会設置を行うべき
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その他
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開催） 37%

19%

76件
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の他

催） 50%

26%

108件

56件
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の他

催）

※自由回答を求め、事務局で分類のうえ集計
※１回答に複数の意見が含まれる場合は、それぞれを１件として集計
※具体的な意見の割合は、｢改善の必要がある｣とした回答者数を母数として集計

P.18図16 今後新たに取り組むべき事項についての意見（3）

新たな取り組みに向けた意見 現在の施策



３．総合評価方式の透明性の確保等に関する取り組み

（２）透明性の確保等に関する今後新たに取り組むべき事項
④異なる発注機関が保有する企業・技術者の実績・成績データの相互活用

「異なる発注機関が保有する企業・技術者の実績・成績データの相互活用」については、「改善が必要（取り組むべき）」とする割合がそれほど高
くない。

35%
26% 21%

｢ある

18%
｢ある｣：127

[建設企業][国土交通省] [地方公共団体]
（全体数：332） （全体数：66）

[WEBｱﾝｹｰﾄ]
（全体数：414） （全体数：716）

●「改善の必要がある｣

65%

35%

選択なし：216

｢ある｣：116

74%

｢ある｣：17

選択なし：49
79%

｢ある｣：89

選択なし：325

82%

｢ある｣：127

選択なし：589

（回答者数：17） （回答者数：89） （回答者数：127）（回答者数：116）

「改善の必要がある｣とした 回答者の意見

23%

31%

27件

36件

相互活用は有効（具体的な提案なし）

工事成績評定要領を統一すべき工事成績評定要領を統一すべき

相互活用は有効（具体的な提案なし）

19%

15%

17件

13件なし）

すべき

46%

19%

58件

24件

なし）

すべき

47%

12%

8件

2件

提案なし）

一すべき

28%

16%

32件

19件データの補正等による整合性の確保を図るべき

データベース(コリンズ)等を整備・改良すべき

データの補正等による整合性の確保を
図るべき

データベース(コリンズ)等を整備・改良
すべき

9%

18%

8件

16件

るべき

すべき

8%
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すべき35%
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良すべき
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その他その他 36%32件

0% 20% 40% 60% 80% 100%

の他

28%35件

0% 20% 40% 60% 80% 100%

の他

18%3件

0% 20% 40% 60% 80% 100%

その他

新たな取り組みに向けた意見

※自由回答を求め、事務局で分類のうえ集計
※１回答に複数の意見が含まれる場合は、それぞれを１件として集計
※具体的な意見の割合は、｢改善の必要がある｣とした回答者数を母数として集計

P.19図17 今後新たに取り組むべき事項についての意見（4）

新たな取り組みに向けた意見



４．総合評価方式の改善に関する今後の取り組み

（１）アンケート結果の分析評価（１）アンケ ト結果の分析評価

総合評価方式の導入効果については、発注者･建設企業ともに多くの項目で高
い評価を得られている一方、その運用については引き続き改善要望が出ており、
特に、建設企業側から技術提案の評価･審査について「評価手法や評価基準の
統一が必要」等の改善要望が依然として高い。

これまでの透明性の確保等に関する取り組みについては、高い評価を得られて
いる一方、今後取り組むものとして、発注者、建設企業、WEBアンケートともに、
「技術提案作成に必要なデータの提供、工事内容を説明する機会の設置」や
「異なる発注機関が保有する企業･技術者の実績･成績データの相互活用」があ
げられている。

（２）今後の取り組み（案）

透明性の確保に関しては、受注者より「評価した項目、加点内容・理由等を通
知・公表すべき」など改善の必要性が挙げられていることから、更なる透明性の
確保に向けて改善策を検討する。
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【参考】入札・契約制度等の透明性確保に関するアンケート調査項目

アンケート調査項目
１．総合評価方式の透明性の確保等に関する取り組みについて

（１）平成22年4月より実施した改善策
１）技術提案の評価（採否）の通知について

アンケ ト調査項目

２）問い合わせ窓口の設置について

Q：透明性の確保に寄与することが期待できますか 【選択肢：期待できる，少し期待できる，期待できない，わからない】
Q：改善などの意見があれば具体的に記入 【自由回答】

Q：透明性の確保に寄与することが期待できますか 【選択肢：期待できる 少し期待できる 期待できない わからない】

３）入札資格要件における実績要件の緩和について

Q：透明性の確保に寄与することが期待できますか 【選択肢：期待できる，少し期待できる，期待できない，わからない】
Q：改善などの意見があれば具体的に記入 【自由回答】

Q：透明性の確保に寄与することが期待できますか 【選択肢：期待できる，少し期待できる，期待できない，わからない】
Q 競争環境の拡大に寄与することが期待できますか 【選択肢 期待できる 少し期待できる 期待できない わからない】

（２）透明性の確保についてこれまで講じてきた対策について
[一般競争入札拡大、実施方針等の公表、第三者委員会によるチェック]

Q：競争環境の拡大に寄与することが期待できますか 【選択肢：期待できる，少し期待できる，期待できない，わからない】
Q：改善などの意見があれば具体的に記入 【自由回答】

（３）透明性の確保に関する新たな取り組みについて

[ 般競争入札拡大、実施方針等の公表、第三者委員会によるチェック]

Q：透明性の確保に寄与することが期待できますか 【選択肢：期待できる，少し期待できる，期待できない，わからない】
Q：競争環境の拡大に寄与することが期待できますか 【選択肢：期待できる，少し期待できる，期待できない，わからない】
Q：改善などの意見があれば具体的に記入 【自由回答】

（３）透明性の確保に関する新たな取り組みについて
・技術提案の審査・評価の内容の更なる公表
・企業・技術者の実績・成績評価の公表、発注機関における評価者名の公表
・技術提案作成に必要なデータの提供、工事内容を説明する機会の設置
・異なる発注機関が保有する企業・技術者の実績・成績データの相互活用
・その他

Q：今後改善が必要と思われる事項について <項目毎>【選択肢：改善が必要，(選択無) 】
Q：具体的な方法を記入 <項目毎>【自由回答】
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【参考】入札・契約制度等の透明性確保に関するアンケート調査項目

２．総合評価方式の改善提案について

アンケート調査項目

Q 総合評価方式の改善に関する提案について記入 【自由回答】

３．総合評価方式の導入効果・改善要望について （平成20年度実施アンケート結果との比較）

（１）導入効果

Q：総合評価方式の改善に関する提案について記入 【自由回答】

・不良工事の減少
・事故の減少
・工期の厳守
・工事成績の公表
・企業による品質管理体制の確立

・公平性,透明性の担保
・競争の促進
・談合の防止
・競争参加機会の拡大

・現場精通度の向上
・説明責任の向上
・新技術の活用
・その他

（２）改善要望
・手続に伴う時間・事務費用
技術提案の適正な評価 審査

企業による品質管理体制の確立

・低入防止効果
技術提案と予定価格の整合性

Q：総合評価方式の導入効果について <項目毎>【選択肢：発現が認められる，今後発現が期待される，(選択無)】

・技術提案の適正な評価・審査
・評価結果の公表
・技術提案の作成費用

・技術提案と予定価格の整合性
・地元企業の受注機会の拡大
・その他

Q：総合評価方式の改善要望について
<項目毎>【選択肢：改善要望として特に重要，改善要望として重要，重要でないが改善要望としてある，改善要望としてない，分からない】

４．回答者の属性について

Q：具体的な内容を記入
<項目毎>【自由回答】
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